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1 はじめに 

地方公共団体における会計制度（官庁会計）は、単年度の収支状況を明らかにするこ

とに主眼が置かれ、収入と支出を現金の受け渡し時点で認識する現金主義を採用してお

り、また、作成する決算書は、単年度会計による単式簿記を用いた収支決算に基づいて

います。 

しかし、単式簿記・現金主義会計では、その年にどのような収入があり、それをどの

ように使ったかといった現金の動きがわかりやすい反面、これまでに整備してきた資産

や将来返済しなければならない負債などのストック情報、減価償却費などのコスト情報

といった、長期的かつ総合的な情報が不足しているという側面がありました。 

そこで、平成 18 年に総務省から示された「地方公共団体における行政改革の更なる

推進のための指針」に基づき、発生主義の活用と複式簿記の考え方の導入を図り、普通

会計及び公営企業・第三セクター等を含めた連結ベースでの財務 4 表を、「総務省基準

モデル」または「総務省方式改定モデル」により整備することとなりました。 

 

2 龍ケ崎市の取組 

 龍ケ崎市においては、既に平成 11 年度から企業会計的手法を導入し、貸借対照表（バ

ランスシート）および行政コスト計算書を作成･公表していましたが、平成 20 年度決算

からは、地方公会計改革に基づく「総務省方式改訂モデル」による財務書類の作成に移

行し、平成 21 年度決算以降は「総務省基準モデル」での財務書類を作成してきました。 

これまで、多くの地方公共団体が財務書類の作成及び公表に取り組んできましたが、

地方公共団体ごとに、「総務省方式改訂モデル」や「総務省基準モデル」等財務書類の

作成方式が違うため、各地方公共団体間での財政状況の比較・分析が難しいとの指摘も

なされてきました。 

そこで、総務省は、平成 27 年 1 月に「統一的な基準による地方公会計の整備促進に

ついて（総務大臣通知）」を示し、原則として全ての地方公共団体が平成 27 年度から

平成 29 年度までの 3 年間で、当該基準による財務書類を作成するよう要請しました。

この要請を受け、龍ケ崎市においても平成 28 年度決算より、統一的な基準による財務

書類を作成しました。 

これまでも、龍ケ崎市では、財務書類を分析・公表してきましたが、今後は、特に類

似の他団体との比較を行うことが可能となることから、市の財政状況をより客観的に分

析した上で課題等も明らかにし、更なる財政健全化の取組を進めていきます。 

 

3 対象とする会計の範囲 

 普通会計である一般会計等、特別会計及び事業会計を含めた全体会計、市が加入する

一部事務組合及び広域連合、出資比率が一定以上の第三セクター等を連結会計の対象と

しています。 
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4 財務 4 表について 

（1）財務 4 表とは  

○貸借対照表（BS） 

  公共サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどのよう

な財源（負債・純資産）で築いてきたかを総括的に対照表示した財務書類です。表内

の資産合計額（表左側）と負債・純資産合計額（表右側）が一致し、左右のバランス

が取れていることから「バランスシート」とも呼ばれています。 

○行政コスト計算書（PL） 

    4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までの 1 年間の行政活動のうち、福祉活動やごみの収

集といった資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費と、その行政サービスの

直接の対価として得られた財源を対比させた財務書類です。 

○純資産変動計算書（NW） 

   貸借対照表の「純資産の部」に計上されている各数値が 1 年間でどのように変動し

たかを表している財務書類です。 

○資金収支計算書（CF） 

   歳計現金（資金）の出入りの情報を性質の異なる 3 つの活動区分に分け、どのよう

な活動に資金が必要であったかを表示した財務書類です。 

 

 

 

 

 

連結会計 

 
全体会計 

・一般会計 

・障がい児支援サービス事業

特別会計 

 
一般会計等 

・国民健康保険事業特別会計 

・介護保険事業特別会計 

・後期高齢者医療事業特別会計 

・介護サービス事業特別会計 

・工業団地拡張事業特別会計 

・下水道事業会計 

 

＜一部事務組合・広域連合＞ 

・茨城租税債権管理機構 

・茨城県後期高齢者医療広域連合 

・茨城県市町村総合事務組合 

・茨城県南水道企業団 

・龍ケ崎地方塵芥処理組合 

・龍ケ崎地方衛生組合 

・稲敷地方広域市町村圏事務組合 

・利根川水系県南水防事務組合 

＜第三セクター＞ 

・（公財）龍ケ崎市まちづくり・文化財団 

・（福）龍ケ崎市社会福祉協議会 
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＜財務書類（4 表）の相互関係＞ 

 

         【貸借対照表】             【行政コスト計算書】 

 

 

 

 

 

    

 

        【資金収支計算書】             【純資産変動計算書】 

                         

 

 

 

 

 

 

 

（2）作成基準等 

令和 6 年 3 月 31 日を作成基準日としています。 

出納整理期間（令和 6年 4 月 1日から令和 6年 5 月 31 日）の入出金は、令和 6 年 3

月 31 日までに終了したものとして処理しています。 

 

 借方     貸方 

資産     負債 

 

現金預金 

純資産 

前年度末純資産残高 

財源 

純行政コスト（△） 

固定資産等の変動 

固定資産形成分 

余剰分（不足分） 

本年度末純資産残高 

業務活動収支 

投資活動収支 

財務活動収支 

 

前年度末資金残高 

 

本年度末資金残高 

経常費用・経常収益 

臨時損失・臨時利益 

 

純経常費用 

（純行政コスト） 
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5　令和５年度財務書類でみる龍ケ崎市の財政状況

○貸借対照表（ＢＳ：Balance Sheet）

（単位：百万円）

1 固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等

事業用資産 長期未払金

インフラ資産 引当金

物品 その他固定負債

無形固定資産

投資その他資産 流動負債

長期延滞債権

長期貸付金 賞与等引当金

基金 預り金

その他流動負債

2 流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金 余剰分(不足分)

棚卸資産 他団体出資等分

その他流動資産

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。

投資及び出資金

投資損失引当金

徴収不能引当金

資産合計

負債合計

負債及び純資産合計
前年度負債及び純資産合計

年度末（令和6年3月31日）に保有する「資産」、「負債」、「純資産」を表示したもので、これまでの負担と
将来の負担のバランスを見ることができます。

左側の「資産の部」には、これまでに形成してきた将来の世代に引き継ぐ社会資本（学校、公園、道路など）
や、投資、基金など将来現金化することが可能な財産といった、市が保有する資産の内容や額を記載していま
す。

右側の「負債の部」及び「純資産の部」は、資産を形成するためにどのような財源措置をしてきたかを表して
います。

負債は、地方債や退職給付引当金など、今後負担すべき債務であることから、将来世代の負担ととらえること
ができ、一方、純資産は、今後負担する必要のない資産、つまり、過去の世代や国・県が負担した分となりま
す。

71,755

27,794

43,245

716

未払金及び未払費用

前受金及び前受収益

龍ケ崎市はこれまでに、812億8,200万円（一般会計等）、1,129億円（全体会計）、1,329億9,100万円（連結会
計）の資産を形成してきました。

このうち、純資産である559億700万円（一般会計等）、595億9,5000万円（全体会計）、719億6,300万円（連結会
計）については、過去の世代や国・県の負担により既に支払いが済んでおり、残りの253億7,600万円（一般会計
等）、533億500万円（全体会計）、610億2,800万円を負債として、将来の世代が負担していくことになります。
前年度と比較すると、資産合計は△4億800万円（一般会計等）、△22億4,400万円（全体会計）、△20億3,700万円

（連結会計）となりました。一般会計等においては、新学校給食センター建設、新保健福祉棟建設、道路整備関連工
事などの資産取得のほか、調査判明による公園用地等追加計上、新学校給食センターの備品購入などにより、固定資
産は増加しました。また、流動資産は、現金預金の減により、大幅に減少しました。負債合計は、△2億7,700万円
（一般会計等）、△20億6,300円（全体会計）、△17億9,400万円（連結会計）となっています。一般会計等は、地方
債の減を主な要因として減少しています。全体会計は、下水道事業会計の企業債償還の進捗により減少しています。
これまでに形成した資産と、将来の市民負担となる負債を市民1人当たりに換算すると、108万円の資産に対し34万

円の負債（一般会計等）、150万円の資産に対し71万円の負債（全体会計）、176万円の資産に対し81万円の負債（連
結会計）となっています。資産、負債ともに同規模自治体と比べ、少なくなっています。

117

2

6,280

197

21

370

195

21

4,196

1,807
純資産の部

21

3,373

△11

-

5,880

1,655

100

3,598

546

33,297

79,499

2

101,204

27,794

71,612

9

3,638

139

-

資産の部

一般会計等

124,305

116,026

負債の部

22,405

19,637

48,879

全体会計

106,62075,402

連結会計

1,797

891

4,525

一般会計等

3,231

全体会計 連結会計

-

139

その他投資その他の資産

112,900

115,144

-

81,282

81,690

4,137 4,137

前年度負債合計

924

7,356

83

-

1

516

2,149

103

-

1年内償還予定地方債等

25,376

-

2

7,079

△25△25

-

4,465

11

△41

-

△36

-

△13

516

26,624

- -

3,489

4,426

248248

273

19,538

53,305

296

-

135,028

132,991

8,686

前年度純資産合計

△23,634

-

固定資産等形成分

徴収不能引当金

81,282

81,690

59,776

112,900

2,201

純資産合計

105 56,037

392

2,971

2,262

188

79,541

55,907

110,759

△51,164

-

59,595

前年度資産合計 115,144

25,653 55,368 62,822

128,773

135,028

65

61,028

72,205

71,963

132,991

158

△56,967

3,712

583

2

397

266

56,004

29,518

516

4,656

21,314

5,024

貸借対照表から分かること
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○行政コスト計算書（ＰＬ：Profit and Loss statement）

（単位：百万円）

経常費用

業務費用

①人件費

②物件費等

（うち、減価償却費）

③その他の業務費用

移転費用

①補助金等

②社会保障給付

③他会計への繰出金

④その他

経常収益

① 使用料及び手数料

② その他

純経常行政コスト

臨時損失

臨時利益

純経常費用（純行政コスト）

前年度純経常費用（純行政コスト）
 

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。

一般会計等 全体会計 連結会計

4,392

8,249

13,200

3,332

14,306

6,851

経常費用から、経常収益を差し引いた純経常行政コストは、267億4,600万円（一般会計等）、402億1,800万円
（全体会計）、481億7,800万円（連結会計）です。そこに臨時損失と臨時利益の差額を加えた純行政コストは、
269億1,100万円（一般会計等）、403億8,400万円（全体会計）、483億4,600万円（連結会計）となりました。

一般会計等の業務費用は、給与改定等による職員給与費増の影響から、人件費の増加などがあるものの、前年
度に発生した、子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金等の返還金の減等により、業務費用全体は減少しまし
た。移転費用は、電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金、物価高騰対応重点支援たつのこ育て応援給付
金等の補助金の増、社会保障給付費の増により、大幅に増加しています。対する経常収益は学校給食費負担金の
減などから減少しています。経常費用と経常収益の差引からなる純経常行政コストは、2億8,800万円の増加と
なっています。

また、「経常費用」と「経常収益」を対比することにより、行政コストのうち、受益者が負担している割合で
ある「受益者負担比率」が分かります。それぞれ、2.8％（一般会計等）、4.6％（全体会計）、7.2％（連結会
計）となっています。

27,506

559 811

1年間の行政経営コストのうち、福祉サービスやごみの収集にかかる経費など、資産形成につながらない行政
サービスに要したコストを、人件費、物件費等、その他の業務費用、移転費用に区分して表示したもので、民間
企業の損益計算書にあたります。これらの費用から、使用料等を差し引いたものが、純経常行政コスト（毎年

度、継続的に発生するもの）となります。さらに、臨時損失と臨時利益の差額を加えたものが純行政コストとな

ります。

　なお、純行政コストは、純資産変動計算書の「純行政コスト（△）」と連動します。

4,788

2,370

296

760

339

421

26,746

169

4

26,911

26,383

42,147

15,624

4,672

10,142

4,876

170

4

40,384

26,523

21,436

4,789

-

298

1,929

31,954

26,840

4,789

1,480

449

40,218

51,901

19,947

6,140

12,631

5,749

1,177

-

325

3,722

3,002

720

48,178

172

4

48,346

46,64039,281

行政コスト計算書から分かること
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○純資産変動計算書（ＮＷ：Net Worth statement）

（単位：百万円）

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少

比例連結割合変更に伴う差額

その他

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。

△4

-

-

△4

-

-

△4

-

- - -

-

期末純資産残高

30

全体会計 連結会計

当期変動額

8,086

△1,034 △1,754

令和4年度末から令和5年度末までの1年間で、純資産はそれぞれ、1億3,000万円減少し559億700万円（一般会計
等）、1億8,100万円減少し595億9,500万円（全体会計）、2億4,200万円減少し719億6,300万円（連結会計）にな
りました。これを、市民一人あたりに換算すると、74万円（一般会計等）、79万円（全体会計）、95万円（連結
会計）となっています。

純行政コストには、有形固定資産の１年間の価値の減少分である「減価償却費」を、33億3,200万円（一般会計
等）、48億7,600万円（全体会計）、57億4,900万円（連結会計）含みます（Ｐ.5参照）。これは、耐用年数に基
づく会計期間中の資産価値の減少であり、現金支出を伴わないものですが、１年間、当該資産を行政サービスと
して使用したことによるコストととらえているためです。

△26,911

25,877

17,791

△40,384

38,630

　純資産（過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産）が令和5年度中にどのように増減したか、
あるいはその内部構成はどのように変動したかを表示したもので、民間企業の株主資本等変動計算書に相当しま
す。
　期末残高は、貸借対照表の純資産の合計と連動し、また、純行政コストの額は、行政コスト計算書の純行政コ
ストと連動します。

期首純資産残高

一般会計等

46,421

27,118

19,303

△1,925

1,577

56,037 59,776 72,205

- -

908 1,657

23,316

15,314

△48,346

△130 △181 △242

55,907 59,595 71,963

純資産変動計算書から分かること
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○資金収支計算書（ＣＦ：Cash Flow statement）

（単位：百万円）

1 業務活動収支

業務支出

① 業務費用支出

（うち、支払利息支出）

② 移転費用支出

業務収入

① 税収等収入

② 国県等補助金収入

③ 使用料及び手数料収入

④ その他の収入

臨時支出

臨時収入

2 投資活動収支

投資活動支出

① 公共施設等整備費支出

② 基金積立金支出

③ その他の支出

投資活動収入

① 国県等補助金収入

② 基金取崩収入

③ その他の収入

3 財務活動収支

財務活動支出

① 地方債等償還支出

② その他の支出

財務活動収入

① 地方債等発行収入

② その他の収入

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。

令和5年度の資金収支は、△5億6,600万円（一般会計等）、△6億3,600万円（全体会計）、△4億9,900万円（連
結会計）となりました。その結果、令和5年度末資金残高は、それぞれ14億700万円（一般会計等）、15億5,900万
円（全体会計）、33億4,900万円（連結会計）となりました。

「業務活動収支」が23億3,100万円（一般会計等）、27億1,900万円（全体会計）、34億9,300万円（連結会
計）、「投資活動収支」が△26億1,000万円（一般会計等）、△21億4,400万円（全体会計）、△28億5,600万円
（連結会計）となっています。地方債等借入関連を除いた収入と支出のつり合いを表す「基礎的財政収支（プラ
イマリーバランス）」は、△2億3,500万円（一般会計等）、3億3,500万円（全体会計）、4億6,500万円（連結会
計）となります。一般会計等では、新学校給食センター建設に伴う公共施設等整備費支出増加の影響により、基
礎的財政収支はマイナスの結果となっています。

財務活動収支は、地方債の発行収入より償還支出が上回っており、通常の業務活動収支の余剰内で投資を行
い，借入金の返済も着実に行っている状況と言えます。ただし、令和5年度は、一般会計等で、大型建設事業によ
り投資活動収支の不足が大きくなり，その分、地方債発行によって財務活動収支の余剰が大きくなっています。

比例連結割合変更に伴う差額

(3)

(4)

全体会計 連結会計一般会計等

前年度末資金残高

本年度末資金残高

本年度資金収支額

(1)

1年間の資金の増減を、業務活動収支（行政サービス活動に伴う収入と支出）、投資活動収支（公共施設整備や
基金等の資産形成への支出とその財源となった収入）、財務活動収支（地方債の元金償還分の支出と地方債の発
行収入等）に区分して残高を表示したもので、民間企業のキャッシュ・フロー計算書に相当し、どのような活動
に資金が必要であったかを表しています。

(1)

(2)

(1)

(2)

(2)

2,331

24,053

9,746

107

14,307

26,383

17,765

7,867

338

414

-

-

△2,610

3,164

2,898

248

18

554

△566

219

311

24

△286

2,608

2,387

1,972

-

1,407

222

2,322

2,322

-

2,719

37,121

10,595

202

26,525

39,840

22,987

14,950

1,468

435

-

-

△1,212

3,859

3,637

△2,144

3,272

3,006

248

18

1,129

222

2,647

2,647

-

△636

241

690

198

2,195

-

1,559

3,493

45,940

13,978

224

31,962

49,435

26,772

18,935

3,018

709

2

-

△2,856

4,126

3,712

396

18

1,270

260

792

218

△1,136

4,071

3,850

222

2,935

2,926

9

△499

3,836

12

3,349

資金収支計算書から分かること
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6　令和５年度　龍ケ崎市財務書類（総括）

令和５年度の龍ケ崎市財務書類４表（一般会計等・全体会計・連結会計）の相互関係については以下のとおりとなります。

○貸借対照表 （単位：百万円） ○行政コスト計算書 （単位：百万円）

1 固定資産 1 固定負債 経常費用
有形固定資産 地方債等 業務費用

事業用資産 長期未払金 ① 人件費
インフラ資産 引当金 ② 物件費等
物品 その他固定負債 （うち、減価償却費）

無形固定資産 ③ その他の業務費用
投資その他資産 2 流動負債 移転費用

① 補助金等
② 社会保障給付

長期延滞債権 ③ 他会計への繰出金
長期貸付金 賞与等引当金 ④ その他
基金 預り金 経常収益

その他流動負債 ① 使用料及び手数料
② その他

2 流動資産 純経常行政コスト
現金預金 臨時損失
未収金 臨時利益
短期貸付金 固定資産等形成分
基金 余剰分(不足分)
棚卸資産 他団体出資等分

その他流動資産

○純資産変動計算書 （単位：百万円）
※現金預金には歳計外現金（預り金）を含むため、資金収支計算書の残高とは完全に一致しません。

○資金収支計算書 （単位：百万円）
純行政コスト（△）
財源

1 業務活動収支 税収等
(1) 業務支出 国県等補助金

① 業務費用支出 本年度差額
（うち、支払利息支出） 固定資産等の変動（内部変動）

② 移転費用支出 有形固定資産等の増加
(2) 業務収入 有形固定資産等の減少

① 税収等収入 貸付金・基金等の増加
② 国県等補助金収入 貸付金・基金等の減少
③ 使用料及び手数料収入 資産評価差額
④ その他の収入 無償所管換等

(3) 臨時支出 他団体出資等分の増加
(4) 臨時収入 他団体出資等分の減少
2 投資活動収支 比例連結割合変更に伴う差額
(1) 投資活動支出 その他

① 公共施設等整備費支出
② 基金積立金支出
③ その他の支出

(2) 投資活動収入
① 国県等補助金収入
② 基金取崩収入
③ その他の収入

3 財務活動収支
(1) 財務活動支出

① 地方債等償還支出
② その他の支出

(2) 財務活動収入
① 地方債等発行収入
② その他の収入

※現金預金には歳計外現金（預り金）を含むため、資金収支計算書の残高とは完全に一致しません。

4,137

△41△36△13

8,6866,2805,880

222
546370100

101,20471,755
33,29727,79427,794

1,655 1,807 3,598

7,3564,5253,638

---

△11
1--

197195117
2121

2,322 2,647
- -

3,2311,797716
9248919

21

219 241

18 18
248 248

3,164 3,272

105--

4,4654,137

本年度末資金残高 1,407 1,559

本年度資金収支額 △566 △636

前年度末資金残高 1,972 2,195

比例連結割合変更に伴う差額 --

2,322 2,647

△242

2,608 3,859
2,387 3,637

期末純資産残高 55,907 59,595

当期変動額 △130 △181

24 198
△286 △1,212

71,963

222 222
2,935

△4 △4 △4

- - -

222

554 1,129

- - 30

311 690

2,898 3,006

- -

792
218

△1,136

△2,610 △2,144
-

- - -- -
908 1,577414 435 1,657

338 1,468
7,867 14,950

- - -
18,935
3,018

709
2

17,765 22,987
26,383 39,840
14,307 26,525 31,962

49,435
26,772

107 202

25,877 38,630 46,421

24,053 37,121
9,746 10,595

8,086 15,314 19,303
17,791 23,316 27,118

△1,034 △1,754 △1,925
45,940
13,978

224

一般会計等 全体会計 連結会計

2,331 2,719

期首純資産残高 56,037 59,776 72,205

△26,911 △40,384 △48,346

3,493

112,900 132,991

一般会計等 全体会計 連結会計

資産合計 81,282 112,900 132,991 負債及び純資産合計 81,282

純資産合計 55,907 59,595 71,963

- - 11 - - 158

169 170 172

△23,634 △51,164 △56,967

48,178

79,541 110,759 128,773

純資産の部

26,746 40,218

純経常費用（純行政コスト） 26,911 40,384 48,346

4 4 4

449 720
1,480 3,002

負債合計 25,376 53,305 61,028
421

760 1,929 3,722
- - 65 339

3,373 4,196 7,079 248 248 266
△25△25

298 325273 296 397
2,370 - -- - 2

296

4,788 4,789 4,789188 392 583
139 139 83 2,262 3,489

31,9542,971 4,426 5,024
6,851 21,436 26,840

811 1,177
14,306 26,523

3,712

3,332 4,876 5,749103 19,538 21,314
559

43,245 71,612 79,499 2,149 2,201 4,656

124,305 22,405 48,879 56,004

6,140516 516 516
8,249 10,142 12,631

15,624 19,94719,637 26,624 29,518
4,392 4,672

13,200116,026

投資及び出資金
投資損失引当金

徴収不能引当金
その他投資その他の資産

徴収不能引当金

1年内償還予定地方債等

未払金及び未払費用
前受金及び前受収益

連結会計
一般会計等 全体会計 連結会計 一般会計等 全体会計 連結会計
資産の部 負債の部

一般会計等 全体会計

27,506 42,147 51,90175,402 106,620

2,926
9

△499

3,836

3,349

△2,856
4,126
3,712

396
18

1,270
260

4,071
3,850

12
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7　令和５年度財務書類に基づく分析指標
※県内平均は、令和４年度決算における数値を用いています。

Ⅰ

1 市民一人当たり資産額

【算出方法】
〔資産合計／住民基本台帳人口〕

※

※ (　)は対前年度比

2 歳入額対資産比率

【算出方法】

〔資産合計／歳入合計〕

※ (　)は対前年度比

3 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

【算出方法】
〔有形固定資産の減価償却累計額／取得価格等〕

※ (　)は対前年度比

Ⅱ

1 純資産比率

【算出方法】

〔純資産／総資産〕

※ (　)は対前年度比

県内5～10万人平均 63.1％ 55.4％ -

会計 一般会計等 全体会計 連結会計

会計

龍ケ崎市

2.31年（△0.06年）
県内5～10万人平均 2.77年 2.61年 -

全体会計 連結会計
108万円（±0万円） 150万円（△2万円） 176万円（△2万円）

131万円 188万円 -

会計 一般会計等 全体会計 連結会計

54.1％(+0.6％)

世代間公平性・・・「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」を表す指標

企業会計でいう「自己資本比率」に相当し、この比率が高いほど財政状況が健全で
あるといわれていますが、総資産のうち返済義務のない純資産がどれくらいの割合で
あるかを表す目安です。

55.9％ -
龍ケ崎市 68.8％(+0.2％) 52.8％(+0.9％)

有形固定資産について、一定の耐用年数により減価償却を行った結果として、資産
の取得からどの程度経過しているかを全体として把握することができる指標で、100％
に近いほど、老朽化の程度が高いことになります。

龍ケ崎市 2.60年（±0年） 2.46年（△0.06年）

県内5～10万人平均 69.1％

会計 一般会計等 全体会計 連結会計

資産形成度・・・「将来世代に残る資産はどれくらいあるか」を表す指標

　資産額を市民一人ひとりに分配するといくらになるのかを表します。

住民基本台帳人口は令和5年1月1日現在75,813人、令和6年1月1日現在75,509人を用
いています。

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成さ
れたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資
産形成度の度合いを測ることができます。

57.7％(+1.6％) 58.2％(+1.5％)龍ケ崎市 67.3％(+0.9％)

県内5～10万人平均

一般会計等
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2 社会資本等形成の世代間負担比率

【算出方法】

〔地方債合計－特例地方債／公共資産（有形固定資産＋無形固定資産）〕

※ (　)は対前年度比

Ⅲ

1 市民一人当たり負債額

【算出方法】
〔負債合計／住民基本台帳人口〕

※

※ (　)は対前年度比

2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）

【算出方法】
〔業務活動収支＋支払利息支出＋投資活動収支＋基金積立支出-基金取崩収入〕

※ (　)は対前年度比

3 債務償還可能年数

【算出方法】
〔（将来負担額－充当可能財源）／

（経常一般財源等（歳入）-経常経費充当可能財源等）〕

※ (　)は対前年度比

県内5～10万人平均 10億3,300万円 15億9,300万円 -

全体会計 連結会計

住民基本台帳人口は令和5年1月1日現在75,813人、令和6年1月1日現在75,509人を用
いています。

　地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランス
を示す指標であり、プライマリーバランスが均衡している場合には、経済成長率が長
期金利を下回らない限り、経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な
財政運営と言えます。

会計

龍ケ崎市
△2億3,500万円

（△14億8,000万円）
3億3,500万円

（△18億3,100万円）
4億6,500万円

（△14億6,600万円）

一般会計等

龍ケ崎市 13.6％(+1.2％)
会計 一般会計等

一般会計等

持続可能性・・・「財政に持続可能性があるか（どのくらい借入があるか）」を表す指標

　将来世代が負担する一人当たりの公債費や引当金等の額を表します。

全体会計 連結会計

県内5～10万人平均 40万円 83万円

4.12年（+0.28年）

県内5～10万人平均 17.2％

　 地方債や退職手当引当金といった実質債務の全てに対し、償還財源上限額をすべて
償還に充当した場合、何年で現在の債務を償還できるかを示す指標で、債務償還可能
年数が短いほど債務償還能力が高いと言えます。債務の償還原資を経常的な業務活動
からどれだけ確保できているかということは、債務償還能力を把握するうえで非常に
重要な指標です。

一般会計等

71万円（△2万円） 81万円（△2万円）

社会資本の整備の結果を示す事業用資産とインフラ資産の形成コストを、将来の負
担となる公債などの負債でどれだけ負担したのかを表します。
　この指標が高いほど、将来の世代が負担すべき割合が高いことを表します。

会計

-
龍ケ崎市 34万円（±0万円）

会計

龍ケ崎市
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Ⅳ

1 住民一人当たり行政コスト

　
純 【算出方法】

〔各行政コスト／住民基本台帳人口〕

※

※ (　)は対前年度比

Ⅴ

1 行政コスト対税収等比率

【算出方法】
〔純経常行政コスト／財源等（税収等＋国県等補助金）〕

※ (　)は対前年度比

Ⅵ

1 受益者負担の割合

【算出方法】
〔経常収益／経常費用〕

※ (　)は対前年度比

8万円 24万円 -

減価償却費
龍ケ崎市

県内5～10万人平均

補助金等
龍ケ崎市

県内5～10万人平均

4万円（±0万円）

行政コスト
龍ケ崎市

県内5～10万人平均 39万円 55万円

36万円（+1万円）

龍ケ崎市 2.8％(△0.1％） 4.6％（△0.3％） 7.2％（△0.4％）

自立性・・・「歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどうなっているか）」

　　　　　　　 を表す指標

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負
担の金額ですので、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対
する受益者負担の割合を算出することができます。

103.8％(+1.6％)

7万円（+1万円） 8万円（±0万円）

9万円（±0万円）

会計 一般会計等 全体会計 連結会計

住民基本台帳人口は令和5年1月1日現在75,813人、令和6年1月1日現在75,509人を用
いています。

弾力性・・・「資産形成を行う余裕はどのくらいあるか」を表す指標

税収等のうち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに使われたのかを表しま
す。この比率が100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、さらに、100％を
上回ると、過去から蓄積された資産が取り崩されたことになります。

龍ケ崎市 103.4％(+0.9％) 104.1％(+1.7％)

28万円（+1万円） 36万円（+2万円）

6万円 7万円

54万円（+2万円） 64万円（+2万円）

6万円（±0万円） 6万円（±0万円） 8万円（±0万円）

-

効率性・・・「行政サービスは効率的に提供されているか」を表す指標

行政サービス利用に対し、使用料・手数料などを差し引いた、住民一人当たりの行
政運営活動にかかるコストを表します。

会計 一般会計等 全体会計 連結会計

-

5万円 7万円 -

龍ケ崎市
県内5～10万人平均

人件費

県内5～10万人平均 3.1％ 7.7％ -

会計 一般会計等 全体会計 連結会計
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8　主な用語の解説

貸借対照表

【固定資産】

事業用資産

インフラ資産 社会基盤となる資産（例：道路、公園など）

物品 物品、車輛、美術品

無形固定資産 ソフトウェアなど

投資及び出資金 有価証券、出資金

投資損失引当金 保有株式の実質価額が著しく低下した場合の取得価格との差額

長期延滞債権 税金や使用料などで、1年を超えて収入未済となっているもの

長期貸付金 貸付金のうち償還期限到来まで1年を超える期間があるもの

基金

徴収不能引当金

【流動資産】

現金預金 現金や普通預金など

未収金 税金や使用料などの現年度の収入未済分

短期貸付金 貸付金のうち1年以内に償還期限が到来するもの

基金

棚卸資産 売却目的保有資産

徴収不能引当金

【固定負債】

地方債等

長期未払金

退職手当引当金 将来の退職者に対して給付すべきこととなる退職金

【流動負債】

未払金

未払費用

前受金

前受収益

賞与等引当金

預り金

1年以内償還予定地方債等

基準日時点までに支払義務発生の原因が発生しており、その金額
が確定し、または合理的に見積もることができるもの

一定の契約に従い、継続して役務の提供を受けている場合、基準
日時点において既に提供された役務に対して未だその対価の支払
を終えていないもの

基準日時点において、第三者から寄託された資産に係る見返負債

市が資産形成する時などに発行する公債等のうち、1年以内に償還
予定のもの

減債基金のうち地方債償還に充当するまで1年を超える期間を予定
しているもの、特定目的基金

公共サービスに供されている資産でインフラ資産、物品以外の資
産（例：庁舎、学校、文化会館など）

減債基金のうち1年以内に地方債償還に充当するもの、財政調整基
金

未収金や短期貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額

長期延滞債権や長期貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能
見込額

市が資産形成する時などに発行する公債等のうち、償還予定まで1
年を超える期間があるもの

地方自治法第214条に規定する債務負担行為で確定債務とみなされ
るもの及びその他の確定債務のうち流動負債に区分されるもの以
外

基準日時点において、代金の納入は受けているが、これに対する
義務の履行を行っていないもの

一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、基準日時点
において未だに提供していない役務に対し支払を受けたもの

基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び福利厚
生費
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行政コスト計算書

【経常費用】
人件費 職員給与費、議員報酬、賞与や退職手当の引当金繰入額
物件費等

その他の業務費用 支払利息、徴収不能引当金繰入額、過年度分過誤納還付など
移転費用

【経常収益】

使用料及び手数料 サービスの対価として使用料・手数料の形で徴収する金銭
その他 過料、預金利子など

【臨時損失】
災害復旧事業費、資産除売却損など

【臨時収益】

資産売却益、受取配当金など

純資産変動計算書

【純行政コスト】

【財源】
税収等 地方税、地方交付税、地方譲与税など

国県等補助金 国庫支出金、県支出金など
【固定資産等の変動】

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少 固定資産の減価償却及び除売却額等

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少 貸付金の償還及び基金の取崩による減少額等
【資産評価差額】
有価証券等の評価差額

【無償所管換等】
無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

資金収支計算書

【業務活動収支】

業務支出

業務収入

臨時支出

臨時収入 資産売却収入など行政活動を行う中で臨時的に収入されるもの
【投資活動収支】
投資活動支出

投資活動収入

【財務活動収支】
財務活動支出 地方債や借入金などの元金償還（地方債等償還支出）など

財務活動収入 地方債や借入金などの収入（地方債等発行収入）など

固定資産の形成による保有資産の増加額または形成のために支出
した金額

貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額または形成のため
に支出した金額

行政活動に係る費用のうち、人的なサービスや給付サービスなど、資産形成につながらない
行政サービスに係る費用

職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費（50万円未満）、施設等
の維持修繕経費、事業用資産の減価償却費など

税（税収等収入）、国県等補助金（国県等補助金収入）、使用
料、手数料（使用料及び手数料収入）

災害復旧事業費支出など行政サービスを行う中で臨時的に支出さ
れるもの

人件費、物件費、地方債等の支払利息など（業務費用支出）、補
助金等、社会保障給付、他会計への繰出金など（移転費用支出）

公共施設などの資産形成（公共施設等整備費支出）、基金への積
立（基金積立金支出）など

公共施設などの資産形成に充てられた補助金収入（国県等補助金
収入）、基金からの取崩（基金取崩収入）など

市民への補助金、生活保護費などの社会保障費、特別会計への資
金移動など
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